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１．森林経営管理制度
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• 日本の森林のうち、約４割が人工林（約1,000万ha）、その6割は私有林

• 森林経営計画制度の導入（H24～）による林業経営の効率化の促進

• 森林経営管理制度の導入（H31.4～）
市町村が主体となって森林の経営管理を行うことが可能に

森林経営管理制度導入に至るまでの経緯
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小規模・零細な所有構造

山元立木価格の長期低迷
経営意欲・関心の低下

人工林の利用期を迎えても
適切な利用がされない

複数の森林をまとめて、路網整備や間伐を一体的に実施する「施業の集約化」

生産性向上 コスト削減 販売力強化

一方で、所有者の特定や境界の明確化に多大な労力
（森林所有者の高齢化や相続による世代交代・不在村化、未登記 等）
→ 民間が主体の取組だけでは、森林整備が進みにくい状況
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経営管理を
委託

経営管理を
再委託

森林所有者
（所有者が不明の場合
にも特例を措置）

市町村

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

林業経営者

市町村が自ら管理

意向を
確認

経営管理が行われていない森林について
市町村が仲介役となり森林所有者と担い手を繋ぐ仕組みを構築

※所有者から市町村
 への申出も可

新たな制度を追加

これまでは森林所有者自ら、
又は民間事業者に委託し経営管理

活用を想定

○ 経営管理が行われていない森林について、市町村が森林所有者の委託を受け経営管理すること
や、林業経営者に再委託することにより、林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進。

森林環境譲与税

森林経営管理制度（森林経営管理法）とは



県外

在村者
76％

県内

保有森林面積
1,343万ha

不在村者24％

森林の所有者のうち、
相続時に何も手続き
をしていない

17.9%

宅地 農用地 林地 合計

55% 74% 45% 52%
資料：国土交通省（H31年4月調べ）

◼ 多くの地域に手入れ不足の人工林がある
（市町村担当者への聞き取り）

◼ 所有者が不明な森林がある
（登記簿情報だけでは所有者に連絡がつかない割合）

◼ 境界が明確化されていない
（地籍調査の進捗状況）

宅地 農用地 林地 合計

19.3% 19.0% 28.2% 22.2%
資料：国土交通省（平成29年度地籍調査における土地所有者等に関する調査）
注：ここでの「所有者不明」としては、登記簿上の登記名義人（土地所有者）の登記簿上の住所に、
調査実施者から現地調査の通知を郵送し、この方法により通知が到達しなかった場合を計上。

資料：農林水産省「農林業センサス」
国土交通省（H23 農地・森林の不在村所有者に対するインターネットアンケート）

 注１：不在村者とは、森林所有者であって、森林の所在する市町村の区域に居住、または事業
所を置く者以外の者。

 注２：国土交通省の調査時点では、森林法に基づく森林の土地の所有者の届出制度は未施行。

森林の手入れ不足等への対応が必要

■十分に行き届いている ■どちらかと言えば行き届いている
■手入れ不足が目につく ■全般的に手入れが遅れている

1%

16%

46%

37%８割

市町村内の
人工林は

手入れ不足と認識
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制度の必要性 ～森林における様々な課題～
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（１時間に80mm以上の集中豪雨の観測回数）

気象庁HPデータをもとに作成

➢ 集中豪雨は、長期的にみて増加傾向。

➢ 特に近年、過去の観測記録を上回るような豪雨が頻発。

1978～1997平均
10.8回

1998～2017平均
18.3 回
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（参考）集中豪雨等による山地災害の発生リスクの高まり



6間伐区と無間伐区の比較 １）

間伐区

無間伐区

山崩れや風倒
被害が発生

間伐による土壌侵食量の違い ２）

地表がむき出しのため、表土
が流出しやすくなり、水源涵
養機能も低下します

１）藤堂千景ほか 2015．間伐がスギの最大引き倒し抵抗モー
メントにもたらす影響．日本緑化工学会誌41(2)より作成

２）北原曜 2008．人工林の荒廃で土砂が川に流れ込む．恩田
裕編「人工林荒廃と水・土砂流出」岩波書店より作成

土
壌
侵
食
量
（t

/h
a）

樹種 ヒノキ（設定なし）ヒノキ ヒノキ ヒノキ ヒノキ
林齢 12 22 22（間） 37 32（間）

間 伐
無間伐

樹高×胸高直径２（m3）

抵
抗
モ
ー
メ
ン
ト
（
ｋ

N
m

)

無間伐区の方が抵抗モーメントが小

無間伐の方が土壌侵食量が大

〇森林は、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防止などの働きを発揮し、地域に様々な恩恵。

〇一方、適切な手入れ（間伐等）を実施しなければ、その機能は失われることから、適時適切な手
入れが必要。

（参考）森林整備の必要性について



現状 目指す姿

利用

多様で健全な森林へ誘導

間伐が進まない

路網が開設で
きない

育成単層林育成単層林 育成単層林育成単層林

育成複層林育成複層林 育成複層林育成複層林

天然生林天然生林

天然生林天然生林

課題

森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
と
林
業
の
成
長
産
業
化

育成

伐採植栽

自然条件などが良く林業経営に適した人工林は、森林経営の
集積・集約化、路網整備を進めて、林業的利用を積極展開。

自然的条件に照らして林業経営に適さない人工林は、管理コストの低い
針広混交林（スギや広葉樹が混じり合った森林など）等へ誘導。

私 有
人工林

既に集積・集約化
されているのは

約１／３

経営管理が
不十分となっ
ているおそれ

従来の取組に加え、
新たな制度も活用し整備

○ 森林・林業基本計画（平成28年５月24日閣議決定）における森林の誘導の考え方
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（参考）森林の経営管理の現状と今後の森林整備の方向性



森林経営管理法（抜粋）＜平成31年4月1日施行＞
※令和7年5月23日付けで改正案が成立。変更点については、後日説明会を開催予定。

（責務）

第三条 森林所有者は、その権原に属する森林について、適時に伐採、造林
及び保育を実施することにより、経営管理を行わなければならない。

２ 市町村は、その区域内に存する森林について、経営管理が円滑に行われ
るようこの法律に基づく措置その他必要な措置を講ずるように努めるものと
する。

（市町村に対する援助）
六十九

第四十九条 国及び都道府県は、市町村に対し、経営管理に関し必要な助
言、指導、情報の提供その他の援助を行うように努めるものとする。

（関係者の連携及び協力）
七十

第五十条 国、地方公共団体、森林組合その他の関係者は、林業経営の効
率化及び森林の管理の適正化の一体的な促進に向けて、相互に連携
を図りながら協力するように努めるものとする。 8

市町村の責務や都道府県の役割



経営管理実施権

市町村の委託を受けて伐採等を実施するために民間事
業者に設定される、経営管理権に基づく権利

経営管理権

森林所有者の委託を受けて伐採等を実施
するために市町村に設定される権利

①
経
営
管
理
の
責
務
を
明
確
化

（
適
時
の
伐
採
・
造
林
・
保
育
の
実
施
）

森

林

所

有

者

林

業

経

営

者

○ 林業経営者に林業経営を再委
託市

町

村

経営管理実施権
の設定

経営管理実施権
配分計画

林業経営に適した森林

経営管理権の設定
（意向・申出）

経営管理実施権
の設定を希望す
る民間事業者を
公募・公表

都
道
府
県

公表

公募
所有者不明森林等におけ
る経営管理権の設定にあ
たっての特例を措置

信
用
基
金
に
よ
る
経
営
の
改
善
発
達
に
係
る
助
言
等

林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
の
償
還
期
間
の
延
長

国
有
林
野
事
業
に
お
け
る
受
託
機
会
増
大
へ
の
配
慮

【支援措置】

都道府県による市町村の事務の代
替執行も措置。

経営管理権
集積計画

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林

経営管理受益権 経営管理受益権

経営管理受益権

②

③

④

意向調査

① 森林所有者に適切な森林の経営管理を促すため責務を明確化

② 森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受け

③ 林業経営に適した森林は、林業経営者に再委託

④ 再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林においては、市町村が管理を実施
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森林経営管理制度（森林経営管理法）の概要



経営管理とは

森林経営管理法の「経営管理」の定義

「経営管理」とは、森林について

➀「自然的経済的社会的諸条件」に応じた

②「適切な経営及び管理を持続的に行う」こと。（法第2条第3項）

[解説]

➀「自然的経済的社会的諸条件」とは、樹種、林齢、傾斜、地形等の森林資源の状

況、木材の供給先の配置、路網整備の状況等をいう。（長官通知第2の１の（１））

 ②「適切な経営及び管理を持続的に行う」とは、自然的経済的社会的諸条件に応じて

必要な伐採、造林、保育や木材の販売等を持続的に実施することをいう。（長官

通知第２の１の（２））

10
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[森林経営管理制度] 



・ 森林所有者及び林業従事者の所得向上につながる高い生産性や
収益性を有するなど効率的かつ安定的な林業経営の実現を目指す

・ 主伐後の再造林を実施するなど林業生産活動の継続性の確保を
目指す

考慮事項

経理的な基礎

効率的かつ安定的な
林業経営を行う能力

① 都道府県が公募、公表
（市町村からの推薦も含め整理・公表）

経営管理実施権配分計画を作成

② 市町村が選定

民間事業者の同意要

市町村が民間事業者を選定するに当たっては、
・ 経営管理実施権の存続期間
・ 経営管理の内容
・ 伐採等に係る経費及び販売収益の見積額
等を民間事業者から提案させ、これらの提案内容に基づき選定

林業経営を行う能力を有すると判断する事項
・ 素材生産の生産量又は生産性の増加
・ 主伐後の再造林の確保
・ 素材生産や造林・保育を実施するための実行体制の確保
・ 伐採・造林に関する行動規範の策定 等

赤字経営でないこと、所有者
ごとの収支管理の実施など

① 都道府県が、経営管理実施権の設定を希望する民間事業者を公募し、一定の要件に適合する者を公表
② 市町村は、公表されている者の中から、再委託する民間事業者（林業経営者）を選定
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経営管理実施権の設定を受ける民間事業者（林業経営者）



◼ 森林経営管理法第36条に基づく、経営管理実施権の設定を希望する民間事業者の公募・公表について
は、令和２年４月１日時点で46道府県において公募を行い、計1,272者の事業者が公表されている。
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経営管理実施権の設定を受ける民間事業者の公募・公表の状況



市町村
（地域全体）

○ 意向調査を通した、地域の森林の所有者情報等の把握・確認。
○ 間伐手遅れ林の解消や伐採後の再造林が促進され、土砂災害等の
発生リスクが低減し、地域住民の安全・安心に寄与。

○ 林業経営が可能であるにもかかわらず、経営管理されずに放置され
ていた森林が経済ベースで活用され、地域経済の活性化に寄与。

○ 新たに森林整備に携わる人が増え、定住人口の増加が期待される
ほか、森林（木材）を活用した新たなビジネスチャンスを創出。

森林所有者
○ 市町村が介在してくれることにより、長期的に安心して所有森林を任
せられる。

○ 林業経営者が、所有森林の経営管理を行うことにより、所有森林から
の収益の確保が期待できる。

地域の
林業経営者

○ 多数の所有者と長期かつ一括した契約が可能となり、経営規模や雇
用の安定・拡大につながる。

○ これまで手がつけられなかった所有者不明森林も整備が出来るよう
になり、間伐等の施業や路網の整備が効率的に実施できる。

14

森林経営管理制度等により期待される効果



森林経営管理制度の取組状況

• 導入から５年経過し、全国で1,132市町村で取組実施（令和５年度末時点）

• 意向調査は約103万ha実施、回答の約４割が委託希望

 

• 経営管理権集積計画 23,290ha（40道府県394市町村）
市町村で森林整備を実施 8,370ha（294市町村）

• 林業経営体へ再委託
経営管理実施権配分計画 3,177ha（78市町村）
森林整備の実施 598ha（48市町村）

• 所有者不明森林への対応 156市町村
  特例措置の活用 12市町村

15

委託希望のうち、

約５割で森林整備に
向けた動き



２．森林環境譲与税
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森林環境税及び森林環境譲与税の制度設計イメージ

パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため、
森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税を創設。

５５％ ： 私有林人工林面積

２０％ ： 林業就業者数

２５％ ： 人口

市町村分
(総額の90％)

都道府県分
(総額の10％)

市町村と同じ基準

（※以下のとおり林野率による補正）

林野率 私有人工林面積の補正方法

８５％以上の市町村 １．５倍に割増し

７５％以上８５％未満の市町村 １．３倍に割増し

【譲与基準】
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地球温暖化防止に向けたパリ協定下（2020以降）の目標

• パリ協定とは…

• 産業革命前からの平均気温の上昇を2℃より十分下方に保持し、1.5℃に抑える努力
を追及する

• 日本は、2050年カーボンニュートラル実現に向け、温室効果ガス総排出量を2030年
度に46％削減（2013年度総排出量比）し、さらに50%の高みに向けて挑戦することとし
ている

• 森林の適切な経営管理や木材利用を進めることで、森林が吸収源として評価され、
排出削減目標の達成に貢献することが可能

• 人工林は高齢級化によって森林吸収量も減少する傾向にあるため、将来にわたって
森林の吸収能力を十分に発揮させるためには、伐採後の確実な再造林など森林資
源の若返り等にも取り組むとともに、成長に優れた種苗の母樹の増植と普及を促進
する必要がある

18



平成30年度税制改正大綱（抜粋）（平成29年12月14日）

第一 平成30年度税制改正の基本的考え方

４ 森林吸収源対策に係る地方財源の確保

森林を整備することは、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源の涵養、
地方創生や快適な生活環境の創出などにつながり、その効果は広く国民一人一人
が恩恵を受けるものである。しかしながら、森林整備を進めるに当たっては、所
有者の経営意欲の低下や所有者不明の森林の増加、境界未確定の森林の存在や担
い手の不足等が大きな課題となっている。パリ協定の枠組みの下でわが国の温室
効果ガス排出削減目標を達成し、大規模な土砂崩れや洪水・浸水といった都市部
の住民にも被害が及び得る災害から国民を守るためには、こうした課題に的確に
対応し、森林資源の適切な管理を推進することが必要である。

このため、自然的条件が悪く、採算ベースに乗らない森林について、市町村自
らが管理を行う新たな制度を創設することとされており、森林関連法令の見直し
を行い、平成31年４月から施行することが予定されている。その見直しを踏まえ、
平成31年度税制改正において、市町村が実施する森林整備等に必要な財源に充て
るため、以下を内容とする森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創
設する。

（以下略）
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森林環境譲与税の使途

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 第34条参照

市町村は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる
施策に要する費用に充てなければならない。

・森林の整備（間伐等）

・森林整備を担うべき人材育成・担い手の確保

・木材利用の促進

・森林の有する公益的機能に関する普及啓発

・その他の森林の整備の促進に関する施策

20



森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 （平成31年法律第３号）

（趣旨）
第一条 この法律は、森林（森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第二条第一項に規定する森林

をいう。以下この条及び第三十四条第一項において同じ。）の有する公益的機能の維持増進の重要性
に鑑み、市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び都道府県が実施する森林の整備及びその促進に関
する施策の財源に充てるため、森林環境税について、納税義務者、税率、賦課徴収等の手続及びその
納税義務の適正な履行を確保するため必要な事項を定めるとともに、その収入額に相当する額を森林
環境譲与税として市町村及び都道府県に対して譲与するために必要な事項を定めるものとする。

（森林環境譲与税の使途）
第三十四条 市町村は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費用に充てなけ

ればならない。
一 森林の整備に関する施策
二 森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の

利用（公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成二十二年法律第三十六号）第
二条第二項に規定する木材の利用をいう。）の促進その他の森林の整備の促進に関する施策

２ 都道府県は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費用に充てなければな
らない。
一 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項各号に掲げる施策の支援に関する施策
二 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項第一号に掲げる施策の円滑な実施に資するための

同号に掲げる施策
三 前項第二号に掲げる施策

３ 市町村及び都道府県の長は、地方自治法第二百三十三条第三項の規定により決算を議会の認定に付
したときは、遅滞なく、森林環境譲与税の使途に関する事項について、インターネットの利用その他
適切な方法により公表しなければならない。
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○ 森林環境譲与税は、自発的施業への支援といった既存施策では必要な森林整備が困難なこと
を背景に創設されるもので、既存施策とは異なるもの。
○ 林業成長産業化のためには既存施策が不可欠であり、森林整備事業予算を確保。

伐る植える

育てる

多様で健全な森林へ
の誘導が必要

森林環境譲与税による取組と従来の予算事業による取組の双方を推進する
ことにより、一層の森林整備を進めることが必要。

使う

林業的利用を積極展開

自然的条件に照らして林業経
営に適さない人工林

⇒森林所有者の自発的施業が
困難

自然条件などが良く林業
経営に適した人工林

管理コストの低い針広混交林
（スギや広葉樹が混じり合っ
た森林など）等へ誘導

森林の公益的機能の発揮 林業の成長産業化

森林環境譲与税と既存施策の両者による森林整備
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木材利用の促進に関する法整備

• カーボンニュートラルの実現に向けて建築物全般の木
造率向上を目指し、法改正が進む

↓

  ↓

• 木造化推奨対象が「公共建築物」から
「建築物一般（民間施設を含む）」へ

↓

• 「建築基準法」等の改正（R4）による木造建築基準の
合理化

• 耐火性の高い建材の開発や設備の向上

→ 今まで出来なかった木造化や木質化が可能に

〇 地域の木材を使うことの意義
・地域の森林の伐採を促し、森林の循環につながる
・他地域と比べて輸送時に発生する二酸化炭素が少ないため、
地球温暖化対策に貢献する 等

2024/8/26 23

公共建築物等における木材の利用の促進に
関する法律（2010）

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等におけ
る木材の利用の促進に関する法律（通称：都市（まち）の
木造化推進法）（2021）

茨城県

※①は県内全市町村で策定済

• （議員提案条例）茨城県県産木材利用促
進条例（2014）

• 条例に基づく、県産木材の利用の促進に
関する指針②（2015）

国の法改正を受け、２つの木材利用
に関する指針（①、②）を一本化

• 県産木材の利用の促進に関する指針
（2022）

• 木材利用の促進のための施策に関する
基本的事項や、県有建築物等の木材利
用の目標等を規定

※法改正に伴い、今後各市町村においても
①の改正が必要

県有公共建築物の木造化・木質化
等の推進に関する指針①（2011）

法律に基づく
指針



令和６年度税制改正大綱（抜粋）（令和５年12月14日）

第一 令和６年度税制改正の基本的考え方
４．地域・中小企業の活性化等

（４）森林環境税・森林環境譲与税

森林環境税及び森林環境譲与税は、森林の有する地球温暖化防止や災害防止等
の公益的機能を維持・増進するために創設され、令和６年度に課税が開始される。
森林整備をはじめとする必要な施策の推進につながる方策として、これまでの譲
与税の活用実績等を踏まえ、譲与税の譲与基準について、私有林人工林面積及び
人口の譲与割合の見直しを行う。その上で、今後とも、森林環境税に対する国民
の理解を深めていくことが重要であることを踏まえ、全国の地方公共団体におけ
譲与税を一層の有効活用を促していくこととする。

第二 令和６年度税制改正の具体的内容

一 個人所得課税

６ その他

（地方税）
〈森林環境譲与税〉
（6）森林環境譲与税の譲与基準について、私有林人工林面積の譲与割合を100分の

55（現行：10分の５）とし、人口の譲与割合を100分の25（現行：10分の３）

とする。
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25

森林環境譲与税の譲与額と市町村及び都道府県に対する譲与割合及び譲与基準



26

森林環境譲与税の譲与額の状況（市町村）



27

森林環境譲与税を活用した取組状況（市町村）
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森林環境譲与税を活用額の状況



29

森林環境譲与税を活用して実施可能な市町村の取組例

・林野庁では、取組の例を
「ポジティブリスト」として紹介

・「森林整備」、「人材育成」、「木材利
用」、「普及啓発」の分野ごとに掲載

・このほか、毎年度の全国の事例を
とりまとめ、「森林環境譲与税の取組
事例集」として、林野庁HPにて公開し
ている。 （参考リンク）



３．市町村の取組事例
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 基礎データ

私有林面積 50,985ha

私有林人工林面積 39,583ha

森林の地籍調査進捗率 24％

 市町村の実施体制（令和元年度）

⚫ 林業担当職員８名
（その他、森林組合から１名派遣）

 森林経営管理制度に係る取組の進め方

⚫ 出来るだけ早く、出来るだけ多くの人にとの方針の
下、令和元年度に町内全域で意向調査を実施

⚫ その結果を踏まえ、改めて詳細調査を実施

⚫ 詳細調査は、町内を18地区に分け、５年で実施
・令和元年度２地区
（奥地・大規模所有の地区と集落周辺・小規模所有の地区）

・来年度以降４地区ずつ
（筆数を勘案し、事務量が均等になるよう配慮）

⚫ 調査は、近隣市町村等で構成する協議会が実施

（協議会実施であるが、実務は町職員が実施）

 参考情報

⚫ 令和元年度は町内全域、５千人を対象に
意向調査をアンケート送付により実施
（回答率約40％）。

⚫ 詳細調査については、アンケート送付＋
地区座談会により実施。

⚫ 意向調査関連の予算は23,908千円。

⚫ 協議会では、山の相談窓口「ハローフォ
レスト」を設置し、制度に関する問い合
わせのほか、森林の売却や寄附等につい
ての相談にも対応。

⚫ 令和２年度中に集積計画の策定、市町村
森林経営管理事業等による森林整備を実
施する計画。

他自治体における取組の進め方 ～ 徳島県那賀町 ～
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 基礎データ

私有林面積 23,706ha

私有林人工林面積 17,516ha

森林の地籍調査進捗率 82％

 市町村の実施体制（令和元年度）

⚫ 林業担当職員３名
（平成29年度の担当部署新設時には、

いずれも林業担当は初経験）

 森林経営管理制度に係る取組の進め方

⚫ 合併前の旧町ごと３地域に分けて意向調査を実施

⚫ １地域は、直営により４年で実施

⚫ ２地域は、委託（森林組合）により10年で実施

⚫ 「直営」地域は、森林経営計画の作成が見込めな
いため、市町村による公的管理を想定

⚫ 「委託」地域は、森林経営計画の作成を期待し、
林業経営者への再委託につなげることを想定

直営 委託 委託

 参考情報

⚫ 令和元年度は約1,500ha（423名）を
対象に意向調査を実施（回答率75％）。

⚫ うち、市町村への経営管理の委託希望
は約332ha（135名）。

⚫ 意向調査に回答した所有者に礼状送付。

⚫ 意向調査関連の予算は
直営…  700千円 委託…8,000千円

⚫ 事業の単価
意向調査実施…  6,080円/ha
集積計画作成…25,460円/ha（意向調査除
く）

⚫ 令和２年４月時点で集積計画を約25ha策定。
令和２年度中に随時、市町村森林経営管理
事業の実施又は配分計画の策定を行う計画。

他自治体における取組の進め方 ～ 和歌山県有田川町 ～
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1年目

2年目

3年目

4年目

5年目

6年目

7年目

8年目

9年目

10年目

 基礎データ

私有林面積 4,915ha

私有林人工林面積 2,489ha

森林の地籍調査進捗率 0％

 市町村の実施体制（令和元年度）

⚫ 地域林政アドバイザー１名
（町の林業担当職員は０名）

 森林経営管理制度に係る取組の進め方

⚫ 対象森林2,000haを10年で意向調査

⚫ 林班単位で区割り

⚫ 山間部で比較的まとまりがあるところから着手

⚫ 意向調査は直営で実施

⚫ 現地確認及び境界確認については、地元精通者
２名を雇用

 参考情報

⚫ 令和元年度は約200ha（73名）を対象に意
向調査を実施（回答率100％）。

⚫ うち、市町村への経営管理の委託希望は約
60ha（27名）。

⚫ 町内在住者には地区座談会や戸別訪問によ
り調査票を手交。

⚫ 町外在住者には電話連絡後、郵送。

⚫ 境界明確化についても、令和元年度に73名、
197haを実施）。

⚫ 意向調査関連の予算は1,319千円。

⚫ 委託希望のあった森林について、令和２年
度中に間伐等の森林整備を実施する計画

他自治体における取組の進め方 ～ 熊本県御船町 ～
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50

森林環境譲与税の使途に関するヒント（全国の事例から） ※令和５年度

項目 施策内容 市町村

森林整備

（花粉症対策含
む）

①航空レーザ計測の解析結果を活用した集積計画・配分計画の作成
②造林や間伐によるCO２吸収量に応じた支援
③花粉発生源対策を促進し、しいたけ原木として利用できるクヌギを植栽
④所有者による経営管理が困難な山林の町有林化

静岡県御殿場市
福岡県添田町
鳥取県倉吉町
兵庫県佐用町

平地林・里山林
の整備（鳥獣害
対策も含む）

①放置竹林の整備と竹材の有効活用
②手入れ不足の里山林における森林整備（間伐）の実施

福岡県築上町
福井県越前市

防災の観点から
の森林整備

①台風による風倒被害発生を防ぐための災害に強い森林環境整備
②被災林道の応急復旧工事の実施
③集落周辺の未整備里山林の整備

千葉県佐倉市
石川県加賀市
石川県小松市

林業労働力対
策

①安全装備品等の購入費の一部助成
②林業インターンの募集及び受け入れに係る支援
③自伐型林業者の育成

栃木県茂木町
三重県紀北町
岩手県一関市

自治体間連携 ①森林を所有する交流自治体との連携によるカーボンオフセット事業
②森林整備によるカーボンオフセット事業と木材利用の取組

③都市部住民による森林環境教育と組み合わせた取組

④都市部での木製品等販路拡大に向けた取組

東京都杉並区・青梅市

千葉県習志野市・南房総
市

神奈川県海老名市・長野
県須坂市

山形県米沢市・東京都港
区
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